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佐賀関大規模火災被災地土地利用再編方針検討業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１. 業務概要 

（１） 業務名称 

佐賀関大規模火災被災地土地利用再編方針検討業務委託（以下、「本業務」という。） 

 

（２） 業務場所 

佐賀関大規模火災被災地（大分市大字佐賀関） 

 

（３） 業務目的及び内容 

別紙「佐賀関大規模火災被災地土地利用再編方針検討業務委託仕様書」のとおり 

 

（４） 提案上限額 

上限額：18,000 千円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

  

（５） 履行期間 

 契約締結日から令和９年 3 月３１日（水）まで 

 

（６） 公募型プロポ―ザル方式により契約候補者を選定する理由 

     本業務は、防災性の向上、住宅再建の促進、公共施設の配置の検証、権利調整及び住民説明など、多

岐にわたる専門的な知識と高度な技術力が求められる業務である。また、地域特性や土地所有者及び住

民の意向をふまえた柔軟な検討及び実現性の高い提案が求められる業務であることから、価格のみでは

なく、業務実施体制、技術力、提案内容等を総合的に評価できる公募型プロポーザル方式により受託者を

選定する。 

 

２. プロポーザルに係る事項 

（１） 参加資格要件 

プロポーザルに参加できる者は、参加申込書の提出日において、次に掲げる条件をすべて満たすものであ 

ること。 

① 地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当しない者であること。 

② 大分市測量・建設コンサルタント業務等競争入札参加資格審査要綱（平成 17 年大分市告示第 1700

号）により、業種区分 土木コンサル（都市計画及び地方計画）について、入札参加資格の認定を受け

ている者であること。                                                                                                                             

③ 大分市建設工事等に係る指名停止等の措置に関する要領（平成 12 年大分市告示第 477 号）に基づ

く指名停止期間中でないこと。 

④ 大分市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱(平成 24 年大分市告示第 377 号)に基づく

排除措置期間中でないこと。 

⑤ 公告日以前 3 月以内に、手形交換所で手形若しくは小切手の不渡りを出した事実又は銀行若しくは
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主要取引先からの取引停止等を受けた事実がある者でないこと。 

⑥ 次のいずれにも該当しない者であること。（ただし、会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であって、更生計画の認可が

決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。） 

ア. 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条若しくは第１９条の規定に基づく破産手続開始の申立て 

がなされている者 

イ. 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされ

ている者 

ウ. 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされ

ている者 

⑦ 復興まちづくり、復興計画、土地区画整理、土地利用再編又は権利調整に関する同種又は類似業務に

おいて管理技術者、照査技術者又は担当技術者として従事した実績を有する者を管理技術者及び照

査技術者として配置できること。ただし、管理技術者及び照査技術者は兼任できない。 

⑧ 次のいずれかの資格を有する者を管理技術者及び照査技術者として配置できること。ただし、管理技

術者及び照査技術者は兼任できない。 

・ 技術士（総合技術監理部門：建設-都市及び地方計画） 

・ 技術士（建設部門：都市及び地方計画） 

・ ＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画） 

 

（２） 質問及び回答 

① 質問 

質問期限：公告日から令和８年７月３０日（木）午後 5 時 15 分まで 

質問方法：質問書（様式 1）により、電子メールで提出すること。 

※提出後、まちなみ整備課の担当者まで送信した旨の連絡を電話にて行い、質問書が受信されたこ

との確認を行うこと。 

※質問は、参加申込書、提案書等の記載方法および仕様書の内容等に関するものに限る。 

②  回答 

令和８年８月３日（月）までに質問内容と合わせ、質問者名等を伏せて市のホームページ上で回答する。 

 

（３） 参加申込書一式の提出 

①  提出書類 

（ア）参加申込書（様式 2） 

 所在地、商号又は名称、代表者氏名及び代表者印を押印のうえ提出すること。 

 部署名、担当者氏名、電話番号、メールアドレスを記載すること。 

 会社の概要が分かる書類（任意様式又はパンフレット）を添付すること。 

（イ）業務実施体制調書（様式 3） 

 本業務における実施体制について記載すること。 

 配置予定技術者の保有する資格が確認できる資格証明書の写しを添付すること。 

 配置予定技術者が従事した参加資格要件⑦に掲げる業務の履行実績を５件まで記載する
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こと。履行実績は業務ごとに業務件名、履行期間、役割（管理・照査・担当技術者の別）、担

当した業務を記載すること。 

 記載した実績については、実績が確認できる書類（契約書及び仕様書の写し等）及び従事

が確認できる書類（業務計画書又は管理技術者及び照査技術者選任通知書の写し等）を

添付すること。 

 

（提出書類の一覧表） 

 提出書類 

参加申込書一式 
（様式 2）参加申込書 

（様式 3）業務実施体制調書 

 

②  提出期限 

令和８年８月６日（木）午後 5 時 15 分まで（必着） 

③  提出方法 

持参、郵送、または電子メールで提出すること。  

※電子メールで提出する場合は、提出後、まちなみ整備課の担当者まで送信した旨の連絡を電話

にて行い、参加申込書一式が受信されたことの確認を行うこと。 

④  提出部数 

1 部 

⑤  参加資格確認結果の通知 

参加申込者の参加資格を確認し、8 月 7 日（金）までに全申込者に対し結果を通知する。 

 

（４） 提案書一式の提出 

① 提出書類 

(ア) 提案書（鑑）（提案様式 1） 

(イ) 提案書（様式自由：A3 用紙 2 枚以内） 

➢ 下記項目について提案すること。 

A) 道路配置の検証方法 

道路配置について、防災性の向上及び住宅再建の実現性の観点から、どのような事

項を検証するか提案すること。なお、本プロポーザル実施時点では道路配置素案を

提示できないため、想定される検証項目を提案すること。 

（例）避難場所までの避難経路及び避難時間、消防活動や緊急車両の進入性、接道状 

況の改善による住宅再建の実現性 など 

B) 低未利用地の利活用及び管理方策の検討方法 

低未利用地の利活用及び管理方策について、どのような事項を検討するか提案する

こと。 

（例）防災性向上に資する利活用（防災空地、防風林等）、草刈り等の維持管理負担を 

軽減する管理方法、所有者・市・地域団体等の役割分担 など 

C) 土地マッチング及び権利調整方策の検討の進め方 
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住宅再建希望者及び土地所有者の意向をふまえた土地マッチング及び権利調整方

策について、住宅再建の早期実現に向けた検討の進め方を提案すること。 

(ウ) 参考見積書（提案様式 2） 

➢ 内訳書（任意様式）を添付すること。 

 

（提出書類の一覧表） 

 提出書類 

提案書一式 

（提案様式 1）提案書（鑑） 

（自由様式）提案書 

（提案様式 2）参考見積書 

 

② 提出期限 

  令和８年８月 2６日（水）午後 5 時 15 分まで（必着） 

③ 提出方法 

持参又は郵送で提出すること。 

④ 提出部数 

正本 1 部、副本 10 部 

⑤ その他 

(ア) 提案書一式は、左綴じで横書きとし、様式が指定されているものは指定の様式を用いること。 

(イ) 提案書は A4 サイズに折り込んで提出すること。 

(ウ) 提案書の文字サイズは原則 10.5 ポイント以上とする。ただし、図表、注記、凡例その他やむを

得ない部分については、可読性を損なわない範囲でこの限りでない。 

(エ) 提案書一式の提出後において、記載された内容の追加及び変更は認めない。 

(オ) 提案書一式の提出が期限に間に合わなかった場合、失格とする。 

 

（５）受託候補者選定までのスケジュール 

 項 目 期 間 等 

１ 公募開始 令和８年 ７月２１日（火） 

２ 質問書の提出期限 令和８年 ７月３０日（木）午後 5 時 15 分まで 

３ 質問書に対する回答 令和８年 ８月 ３日（月） 

４ 参加申込書の提出期限 令和８年 ８月 ６日（木）午後 5 時 15 分まで 

５ 参加資格確認結果の通知 令和８年 ８月 ７日（金） 

６ 提案書一式の提出期限 令和８年 ８月２６日（水）午後 5 時 15 分まで 

７ プレゼンテーション・ヒアリング実施 令和８年 ８月３１日（月） 

８ 選定結果の通知・公表 令和８年 ９月 ２日（水）予定 

 

（６）プレゼンテーション・ヒアリング 

① 実施日時 

令和８年 ８月３１日（月） 
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② 場所 

大分市役所 議会棟 第 5 委員会室 

※詳細な時間、実施方法等については、「参加資格確認結果」とともに、８月７日（金）までに、通知す

る。 

③ 実施時間  30 分予定。（プレゼンテーション 15 分、ヒアリング 15 分程度）  

④ 留意事項   

（ア）プレゼンテーションは提案書一式を用いて行うこと。 

（イ） 順番は提案書の受付順とする。 

 

（７） 選定方法及び評価基準 

① 選定方法 

②に掲げる審査項目について、選定委員会による審査を行う。②に掲げる配点に基づき、選定委員が

採点した合計得点を集計し、最高得点者及び次点者を候補者として選定する。なお、最高得点者が複数

いる場合には、選定委員会の多数決により選定する。 

 

② 評価基準及び配点 

評価項目 配点 

業務実施体制等 １５ 

道路配置の検証方法 20 

低未利用地の利活用及び管理方策の検討方法 20 

土地マッチング及び権利調整方策の検討の進め方 20 

プレゼンテーション 15 

見積価格 １０ 

合計 １００ 

※詳細な評価基準については別紙による。 

 

③ 選定過程の非公開 

選定委員会は非公開とする。また、選定結果及び選定内容についての質問及び異議申し立ては一切 

受け付けない。 

 

（８） 参加者の欠格事由 

参加者が次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

(ア) 提出書類に虚偽の記載があった場合 

(イ) 公正に欠いた行為があったとして選定委員会が認めた場合 

(ウ) 正当な理由なくプレゼンテーション・ヒアリングに応じなかった場合 

(エ) 公告日から契約締結日までに参加資格要件を欠く事態が生じた場合 

(オ) その他、選定委員会が不適当と認めた場合 
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（９） 選定結果の通知・公表 

選定結果は、全提案者へ書面により通知する。 

また、大分市ホームページにて優秀提案者及び次点のみを公表する。 

 

３. 契約内容の調整 

優秀提案者と協議により仕様を確定させた上で、業務委託契約を締結する。なお、優秀提案者と契 

約締結に至らない場合については、次点の事業者と協議を行うものとする。  

 

４. 契約の締結 

委託業務に係る仕様を確定させた上で、契約候補者と契約する。 

 

５. 業務の一括再委託 

業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

ただし、業務を効率的に行う上で必要と思われる業務については、市と協議の上業務の一部を委託する

ことができるものとする。 

 

６. 個人情報保護 

 大分市個人情報保護条例に基づき、本業務に係る個人情報を適切に扱うこと。 

 また、本業務により取得した個人情報は、業務終了後直ちに市に引き渡すものとする。 

 

７. 守秘義務 

本業務を行うにあたり、業務上知り得た情報を他に漏らし、又は自己の利益のために利用することはでき 

ない。また、本業務終了後も同様とする。 

 

８. その他 

（１）本プロポーザルに係る費用は、すべて提案者の負担とする。 

（２）提案書等に関する著作権は、これを提出した提案者に帰属する。 

（３）提案書の提出は、１事業者につき１提案とし、複数提案を禁止する。 

（４）提出された書類等は返却しない。 

（５）提出された提案書等は、必要な範囲において複製を作成することがある。 

（６）参加者が１者であっても本プロポーザルを実施し、審査の結果、提案書類の内容が仕様書を満たしてお 

り、提案に係る点数が満点の６割以上である場合は、当該参加者を契約の相手方として選定する。 

（７）本プロポーザルは、事業者の選定を目的としたものであり、受託候補者の提案に沿って原則業務を実施 

するが、詳細については、契約締結前における協議により決定する。 

（８）関係法令等を遵守し本業務を実施すること。 

 

９. 書類提出先・問合せ 

〒870-8504 大分市荷揚町 2 番 31 号 大分市役所本庁舎 7 階 
都市計画部 まちなみ整備課 梶原・松川・岩崎 
電話番号 097-537-5637（直通） E-mail : matinami@city.oita.oita.jp 


